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ベトナム国会は 2020 年 11 月 13 日、契約に基づき海外で就労するベトナム人労働者に関する法律第

69/2020/QH14 号（新法）を採択した。新法は 2022 年 1 月 1 日から施行され、現行海外労働者派遣法第

72/2006/QH11号（現行法）はそれにより失効する。以下、新法の主要な点を紹介する。 

 

① 派遣サービス業者の支店に関する要件 

現行法では、派遣サービス業者の支店が業務を行うための要件として、①当該派遣サービス業者本店から

委託されること、②支店のオフィスに住所・電話番号・ファックス番号・メールアドレスを掲示すること、

③派遣業務を担当する従業員に業務を委託すること、と規定している1。 

新法によれば、▽支店長の資格要件（大学以上の学位を有し、海外労働者派遣分野において５年以上の経

験を有すること）、▽海外派遣前の研修を本店から委託される場合には、研修用施設を整えること、が追加

された2。 

なお、現行法では、労働者が納付するサービス料金、保証金について、派遣サービス業者本店から委託さ

れた場合に限り、支店が受け取ることができると規定する3。新法によれば、支店がサービス料金、保証金を

受け取ることは禁止される4。 

また、新法では、派遣サービス業者の本店から支店への委託に関して、サービス業者は労働傷病兵社会省

への通知義務のほか、海外労働者派遣国家ポータルサイトへの情報掲載義務が新たに規定された5。 

② 派遣サービス業者の義務 

新法では、現行法に規定する義務のほか、▽派遣サービス業者の公式サイトへの情報の掲載（派遣サー

ビス業者の法定代表者、担当者リスト、本店および研修施設の所在地など）、▽労働者の派遣決定時から

 

1 現行法第 16条 2項 
2 新法第 17条 2項 
3 現行法第 16条 3項 
4 新法第 17条 3項 
5 新法第 17条 4項 
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出国時までの期間が 180日を超えないことを書面により誓約すること、▽労働者が労働契約を適切に終了

させてから 180日以内に派遣サービス業者との間の派遣契約も終了させること、▽労働者を送り出してか

ら 5日以内、かつ、派遣契約の終了までに毎月、送出し済みの労働者情報を海外労働者派遣国家ポータル

サイトに掲載すること、が新たに規定された6。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご質問は下記まで： 

[ ホーチミンオフィス ] 

岡田英之 Hideyuki Okada／小林 亮 Ryo Kobayashi／Nguyen Thi Hong Phuc／Le Thi Bich Tram 

Tel: +84-28-6299-0666 

Email:  hochiminh@tmi.gr.jp 

[ ハノイオフィス ] 

岡田英之 Hideyuki Okada／小幡葉子 Yoko Obata／Le Phuong Lan／Nguyen Le Tram／Nguyen Thu Huyen 

Tel: +84-24-3826-3826 

Email: hanoi@tmi.gr.jp  

 

6 新法第 26条 


